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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現⾦及び預⾦ 2,873,287,306

医業未収⾦ 978,630,195

貸倒引当⾦ △ 729,554 977,900,641

未収⾦ 368,030,623

医薬品 35,852,093

診療材料 8,001,198

給⾷⽤材料 2,032,139

貯蔵品 4,855,658

前渡⾦ 284,777

前払費⽤ 1,376,708

未収収益 3,401

その他流動資産 24,267,780

流動資産合計 4,295,892,324

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 12,217,057,958

減価償却累計額 △ 3,065,517,127 9,151,540,831

構築物 326,151,317

減価償却累計額 △ 107,985,122 218,166,195

医療⽤器械備品 2,424,936,704

減価償却累計額 △ 1,458,265,136 966,671,568

その他器械備品 6,768,414,685

減価償却累計額 △ 6,111,841,074 656,573,611

⾞両 8,305,138

減価償却累計額 △ 6,136,004 2,169,134

⼟地 3,293,584,482

建設仮勘定 1,807,744,960

その他有形固定資産 3,307,800

有形固定資産合計 16,099,758,581

２ 無形固定資産

ソフトウェア 26,010,007

電話加⼊権 88,000

特許権 9

その他の無形固定資産 3,693,320

無形固定資産合計 29,791,336

３ 投資その他の資産

破産更⽣債権等 9,845,069

貸倒引当⾦ △ 9,845,069 0

⻑期貸付⾦ 1,800,000

  返還免除引当⾦ △ 1,577,143 222,857

退職給付引当⾦⾒返（注） 1,576,847,354

投資その他の資産合計 1,577,070,211

固定資産合計 17,706,620,128

資産合計 22,002,512,452

科          ⽬ ⾦            額

貸 借 対 照 表
（令和２年３⽉３１⽇）
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

科          ⽬ ⾦            額

負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付⾦債務（注） 194,648,988

預り寄附⾦（注） 129,857,988

⼀年以内返済⻑期借⼊⾦ 66,326,104

買掛⾦ 244,356,833

未払⾦ 1,469,861,434

前受⾦ 123,191,338

預り⾦ 380,297,375

未払費⽤ 172,566

引当⾦

賞与引当⾦ 320,997,905 320,997,905

流動負債合計 2,929,710,531

Ⅱ 固定負債

資産⾒返負債（注）

資産⾒返運営費交付⾦ 367,566,586

資産⾒返補助⾦等 201,261,330

資産⾒返寄附⾦ 30,461,789

建設仮勘定⾒返施設費 409,006,800

建設仮勘定⾒返補助⾦等 58,960,000 1,067,256,505

⻑期借⼊⾦ 7,210,655,512

⻑期未払⾦ 1,178,686,080

引当⾦
退職給付引当⾦ 1,679,115,161

環境対策引当⾦ 106,568,000 1,785,683,161

固定負債合計 11,242,281,258

負債合計 14,171,991,789

純資産の部

Ⅰ 資本⾦

政府出資⾦ 10,333,706,713

資本⾦合計 10,333,706,713

Ⅱ 資本剰余⾦

資本剰余⾦ 3,010,978,180

その他⾏政コスト累計額（注）

減価償却相当累計額（△） △ 5,077,192,785

除売却差額相当累計額（△） △ 243,209,606 △ 5,320,402,391

資本剰余⾦合計 △ 2,309,424,211

Ⅲ 繰越⽋損⾦

前期中期⽬標期間繰越積⽴⾦（注） 166,392,207

当期未処理損失 △ 360,154,046

（うち当期総損失） （ △ 360,154,046 ）

繰越⽋損⾦合計 △ 193,761,839

純資産合計 7,830,520,663

負債純資産合計 22,002,512,452

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 損益計算書上の費⽤

業務費 11,332,879,222

⼀般管理費 599,544,845

財務費⽤ 19,321,884

その他経常費⽤ 34,995,380

臨時損失 1,607,114,458

損益計算書上の費⽤合計 13,593,855,789

Ⅱ その他⾏政コスト

 減価償却相当額（注） 231,550,593

 除売却差額相当額（注） 8

その他⾏政コスト合計 231,550,601

Ⅲ ⾏政コスト 13,825,406,390

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。

⾏政コスト計算書
（平成３１年４⽉１⽇〜令和２年３⽉３１⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

経常費⽤
業務費

給与費 5,312,033,865

材料費 1,964,704,474

委託費 477,504,600

経費 2,551,757,734

設備関係費 1,026,819,549

その他 59,000 11,332,879,222

⼀般管理費
給与費 518,254,088

経費 68,343,699

減価償却費 12,947,058 599,544,845

財務費⽤ 19,321,884

その他経常費⽤ 34,995,380

経常費⽤合計 11,986,741,331

経常収益
運営費交付⾦収益（注） 2,546,108,680

補助⾦等収益（注） 30,451,000

業務収益
医業収益 6,768,287,592

研修収益 152,537,691

研究収益 1,638,409,642

その他業務収益 4,935,000 8,564,169,925

寄附⾦収益（注） 25,359,422

資産⾒返負債戻⼊（注）
資産⾒返運営費交付⾦戻⼊ 87,371,082

資産⾒返補助⾦等戻⼊ 110,564,939

資産⾒返寄附⾦戻⼊ 10,849,178 208,785,199

施設費収益 7,560,000

退職給付引当⾦⾒返に係る収益（注） 189,663,136

財務収益 24,025

その他経常収益 32,359,571

経常収益合計 11,604,480,958

経常損失 △ 382,260,373

臨時損失
固定資産除却損 1,510,091

固定資産除却費 2,674,280

会計基準改訂に伴う退職給付費⽤ 1,602,196,382

その他臨時損失 733,705

1,607,114,458

臨時利益
退職給付引当⾦⾒返に係る収益（注） 1,602,196,382

その他臨時利益 27,024,403

1,629,220,785

当期純損失 △ 360,154,046

当期総損失 △ 360,154,046

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。

科          ⽬ ⾦            額

損 益 計 算 書
（平成３１年４⽉１⽇〜令和２年３⽉３１⽇）
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

⼈件費⽀出 △ 5,881,610,217

材料の購⼊による⽀出 △ 2,038,625,505

その他の業務⽀出 △ 3,190,838,932

運営費交付⾦収⼊ 2,950,855,000

補助⾦等収⼊ 60,703,000

補助⾦等の精算による返還⾦の⽀出 △ 19,720,000

寄附⾦収⼊ 20,405,449

医業収⼊ 6,781,541,772

研修収⼊ 148,519,291

研究収⼊ 1,523,914,486

その他の収⼊ 84,640,745

⼩計 439,785,089

利息の⽀払額 △ 19,265,590

利息の受取額 23,457

業務活動によるキャッシュ・フロー 420,542,956

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による⽀出 △ 2,261,548,620

無形固定資産の取得による⽀出 △ 1,231,200

施設費による収⼊ 491,758,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,771,021,820

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

⻑期借⼊⾦の返済による⽀出 △ 64,890,104

⻑期借⼊れによる収⼊ 1,753,452,000

承継資産の回収による収⼊ 707,030

設備関係割賦債務の返済による⽀出 △ 98,910,720

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,590,358,206

Ⅳ 資⾦増加額 239,879,342

Ⅴ 資⾦期⾸残⾼ 2,633,407,964

Ⅵ 資⾦期末残⾼ 2,873,287,306

科          ⽬ ⾦            額

キャッシュ・フロー計算書
（平成３１年４⽉１⽇〜令和２年３⽉３１⽇）
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 当期未処理損失 △ 360,154,046

当期総損失 △ 360,154,046

Ⅱ 損失処理額 166,392,207
前中期⽬標期間繰越積⽴⾦取崩額 166,392,207

Ⅲ 次期繰越⽋損⾦ △ 193,761,839

損失の処理に関する書類（案）

科          ⽬ ⾦            額
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針  
   当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成

３０年９月３日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関

するＱ＆Ａ」（平成３１年３月最終改訂）(以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、

財務諸表等を作成しております。 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 
業務達成基準を採用しています。 

 

２．減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物        ２ ～  ４７年 
構築物       ９ ～  ５０年 
医療用器械備品     ２ ～  １５年 
その他器械備品     ２ ～  １５年 
車両        ６年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、減価償

却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 
（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 
役職員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額に基づき退職給付引当金を計上してい

ます。 
また、退職手当一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされる退職一時金については

退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

 

４．貸倒引当金の計上基準 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 

５．賞与引当金の計上基準 
役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しています。 

 

６．環境対策引当金の計上基準 
  サイクロトロン等の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上して 

います。 
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７．返還免除引当金の計上基準 
  将来の看護学生奨学金の返還免除による損失に備えるため、返還免除の実績率により回収不能見

込額を計上しています。 

 

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 
（２）診療材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 
（３）給食用材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 
（４）貯蔵品 

金券類は個別法、その他は最終仕入原価法に基づく低価法 

 

９．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

 

１０．金融商品の状況に関する事項 
当法人は、資金調達については財政融資資金からの借入によっています。 
また、当法人の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を 

図っています。 
なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、資 

金調達を行っています。 

 

（会計方針の変更） 
退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置される部分については、前事業年度まで引当

金を計上しておりませんでしたが、独立行政法人会計基準等の改訂により、当事業年度より、当

事業年度末における退職給付債務を退職給付引当金として計上するとともに、退職給付引当金と

同額を退職給付引当金見返として計上しております。 
これらが経常損失及び当期純損失に与える影響はありません。 

 

   （表示方法の変更） 
    純資産の部の表示方法の変更 

損益外減価償却累計額について、前事業年度まで資本剰余金の控除項目として表示しておりま

したが、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、その他行政コスト累計額の減

価償却相当累計額として表示しております。 
損益外除売却差額相当額について、前事業年度まで資本剰余金に含めて表示しておりましたが、

独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、その他行政コスト累計額の除売却差額

相当累計額として表示しております。 
    損益外除売却差額相当額について表示方法を変更したことにより、資本剰余金の当期首残高が

△221,798,688 円減少し、除売却差額相当累計額の当期首残高が△221,798,688 円増加しており

ます。 
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Ⅱ．貸借対照表 
１．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成２０年法律第９３号）

附則第８条第７項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 
 ７１，４６０，６１６円 

２．金融商品の時価等に関する事項 
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。 

 （単位：円）     
 

区   分 

 

貸借対照表計上額 

 

時   価 

 

差   額 

（1）現金及び預金 

（2）医業未収金 

（3）長期借入金 

（4）買掛金 

（5）未払金 

２,８７３,２８７,３０６ 

９７７,９００,６４１ 

(７,２７６,９８１,６１６) 

(２４４,３５６,８３３) 

(１,４６９,８６１,４３４) 

２,８７３,２８７,３０６ 

９７７,９００,６４１ 

(７,１９５,１５１,９９７) 

(２４４,３５６,８３３) 

(１,４６９,８６１,４３４) 

－ 

－ 

(△８１,８２９,６１９) 

－ 

－ 

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しています。 
（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（1）現金及び預金、（2）医業未収金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっています。 
（3）長期借入金（一年以内返済長期借入金を含む） 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっています。 
（4）買掛金、（5）未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっています。 

 

３．その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 
                             ３,１７１,９９４,９２７円 

 

 

Ⅲ．損益計算書 
１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

① 研究収益           ２４１,７７０,０８３ 円 
     ② 研修収益           １４４,７７０,０００ 円 
   ③ その他経常収益             ５２,６４０ 円 
         合 計             ３８６,５９２,７２３ 円 

   

２．臨時損失に計上した会計基準改訂に伴う退職給付費用１,６０２,１９６,３８２円は、平成３０事

業年度以前の発生分であります。 
臨時利益に計上した退職給付引当金見返に係る収益１,６０２,１９６,３８２円は、会計基準改訂

に伴い期首に計上した退職給付引当金見返に係る収益であります。 
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Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書 
１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定              ２,８７３,２８７,３０６円 

現金及び預金勘定のうち定期預金                            ０円 
    資金期末残高                               ２,８７３,２８７,３０６円 

 

２．重要な非資金取引 
  無償譲与による資産の取得               ６,０５４,９８２円 

 

３．承継資産の回収による収入 
承継資産の回収による収入は、国から承継した医業未収金、破産更生債権等に係る収入です。 

 

 

Ⅴ．行政コスト計算書 
 １．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト            １３,８２５,４０６,３９０円 

自己収入等            △８,６８８,９５０,３００円 

機会費用                  ３,４２４,６６５円 

独立行政法人の業務運営に関して   

国民の負担に帰せられるコスト    ５,１３９,８８０,７５５円 

 

２．機会費用の計上方法 
 （１）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付国債の令和２年３月末利回りを参考に０．００５％で計算しています。 
 （２）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

     当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法

人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算

しております。 
（３）臨時損失のうち、１,６０２,１９６,３８２円は会計基準改訂に伴う退職給付費用であり、平

成３０事業年度以前の発生分であります。 

 

 

Ⅵ．退職給付引当金 
 １．採用している退職給付制度の概要 
   当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職手当一時金制度及び国家公務員共済組 

合法の退職等年金給付制度を採用しています。 
非積立型の退職手当一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法 

により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しています。 
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 ２．確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

  期首における退職給付引当金      １０７,６５１,３９９円 

会計基準改訂に伴う増加額     １,６０２,１９６,３８２円 

退職給付費用            ２１１,２８８,６７７円 

退職給付の支払額          ２４２,０２１,２９７円 

     期末における退職給付引当金     １,６７９,１１５,１６１円 

  （２）退職給付に関連する損益 

       簡便法で計算した退職給付費用     ２１１,２８８,６７７円 

会計基準改訂に伴う退職給付費用   １,６０２,１９６,３８２円 

  （３）退職等年金給付制度 

       当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は ２２,６８４,５２９円です。 

 

 

Ⅶ．重要な債務負担行為 
１．当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、下記のとお

りです。 
                                                                          （単位：円） 

契約内容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額 
新棟更新整備工事契約  ５，２０１，９３０，０００円  ３，４３３，９６３，２００円 

 

２．職員アパート４棟借り上げのため、最低月額賃料の概ね８９～９０％相当額を業者に補償して 
  います。 

                        １,１０９,２４８,９２０円（当事業年度末の極度額） 
    当事業年度負担額は １０,７３４,１４７円です。 

 

 

Ⅷ．偶発事象 
当法人は、外来管理治療棟の更新築整備工事(電気)につき請負契約の一部を解除したため、当該受

注業者より損害賠償請求として 1 億 2,128 万 4 千円の訴訟を提起されています。損害賠償の要否及び

金額について争っているところであり、現時点で損害賠償金額を見積もることはできません。 
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2

建
設

仮
勘

定
0

1
,8
0
7
,7
4
4
,9
6
0

0
1
,8
0
7
,7
4
4
,9
6
0

－
－

－
－

1
,8
0
7
,7
4
4
,9
6
0

そ
の

他
有

形
固

定
資

産
3
,3
0
7
,8
0
0

0
0

3
,3
0
7
,8
0
0

－
－

－
－

3
,3
0
7
,8
0
0

計
3
,2
9
6
,8
9
2
,2
8
2

1
,8
0
7
,7
4
4
,9
6
0

0
5
,1
0
4
,6
3
7
,2
4
2

－
－

－
－

5
,1
0
4
,6
3
7
,2
4
2

建
物

1
2
,1
5
0
,6
0
2
,7
0
1

6
6
,4
5
5
,2
5
7

0
1
2
,2
1
7
,0
5
7
,9
5
8

3
,0
6
5
,5
1
7
,1
2
7

6
0
9
,9
3
4
,4
0
1

0
0

9
,1
5
1
,5
4
0
,8
3
1

構
築

物
3
2
1
,8
8
3
,3
1
7

4
,2
6
8
,0
0
0

0
3
2
6
,1
5
1
,3
1
7

1
0
7
,9
8
5
,1
2
2

2
0
,1
6
7
,0
1
9

0
0

2
1
8
,1
6
6
,1
9
5

医
療

⽤
器

械
備

品
2
,1
0
3
,3
7
8
,5
8
0

4
7
4
,9
5
7
,7
5
4

1
5
3
,3
9
9
,6
3
0

2
,4
2
4
,9
3
6
,7
0
4

1
,4
5
8
,2
6
5
,1
3
6

2
1
9
,5
8
8
,8
3
7

0
0

9
6
6
,6
7
1
,5
6
8

そ
の

他
器

械
備

品
6
,7
0
9
,4
7
2
,8
0
7

2
4
8
,9
0
8
,9
3
9

1
8
9
,9
6
7
,0
6
1

6
,7
6
8
,4
1
4
,6
8
5

6
,1
1
1
,8
4
1
,0
7
4

2
4
6
,1
6
4
,1
2
4

0
0

6
5
6
,5
7
3
,6
1
1

⾞
両

7
,2
1
0
,1
0
0

1
,0
9
5
,0
3
8

0
8
,3
0
5
,1
3
8

6
,1
3
6
,0
0
4

1
,2
1
9
,3
2
4

0
0

2
,1
6
9
,1
3
4

⼟
地

3
,2
9
3
,5
8
4
,4
8
2

0
0

3
,2
9
3
,5
8
4
,4
8
2

－
－

－
－

3
,2
9
3
,5
8
4
,4
8
2

建
設

仮
勘

定
0

1
,8
0
7
,7
4
4
,9
6
0

0
1
,8
0
7
,7
4
4
,9
6
0

－
－

－
－

1
,8
0
7
,7
4
4
,9
6
0

そ
の

他
有

形
固

定
資

産
3
,3
0
7
,8
0
0

0
0

3
,3
0
7
,8
0
0

－
－

－
－

3
,3
0
7
,8
0
0

計
2
4
,5
8
9
,4
3
9
,7
8
7

2
,6
0
3
,4
2
9
,9
4
8

3
4
3
,3
6
6
,6
9
1

2
6
,8
4
9
,5
0
3
,0
4
4

1
0
,7
4
9
,7
4
4
,4
6
3

1
,0
9
7
,0
7
3
,7
0
5

0
0

1
6
,0
9
9
,7
5
8
,5
8
1

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

3
3
,5
0
9
,0
4
8

1
6
,7
1
1
,0
9
0

0
5
0
,2
2
0
,1
3
8

2
4
,2
1
0
,1
3
1

3
,9
6
3
,6
6
5

0
0

2
6
,0
1
0
,0
0
7

電
話

加
⼊

権
8
8
,0
0
0

0
0

8
8
,0
0
0

0
0

0
0

8
8
,0
0
0

特
許

権
9

0
0

9
0

0
0

0
9

そ
の

他
無

形
固

定
資

産
4
,4
6
6
,3
7
2

0
0

4
,4
6
6
,3
7
2

7
7
3
,0
5
2

2
9
9
,2
4
6

0
0

3
,6
9
3
,3
2
0

計
3
8
,0
6
3
,4
2
9

1
6
,7
1
1
,0
9
0

0
5
4
,7
7
4
,5
1
9

2
4
,9
8
3
,1
8
3

4
,2
6
2
,9
1
1

0
0

2
9
,7
9
1
,3
3
6

破
産

更
⽣

債
権

等
1
0
,8
8
4
,1
8
0

3
2
6
,5
0
5

1
,3
6
5
,6
1
6

9
,8
4
5
,0
6
9

－
－

－
－

9
,8
4
5
,0
6
9

貸
倒

引
当

⾦
△
 1
0
,8
8
4
,1
8
0

△
 3
2
6
,5
0
5

△
 1
,3
6
5
,6
1
6

△
 9
,8
4
5
,0
6
9

－
－

－
－

△
 9
,8
4
5
,0
6
9

⻑
期

貸
付

⾦
5
,4
0
0
,0
0
0

0
3
,6
0
0
,0
0
0

1
,8
0
0
,0
0
0

－
－

－
－

1
,8
0
0
,0
0
0

返
還

免
除

引
当

⾦
△
 4
,6
9
0
,9
0
9

△
 4
8
6
,2
3
4

△
 3
,6
0
0
,0
0
0

△
 1
,5
7
7
,1
4
3

－
－

－
－

△
 1
,5
7
7
,1
4
3

退
職

給
付

引
当

⾦
⾒

返
0

1
,7
9
1
,8
5
9
,5
1
8

2
1
5
,0
1
2
,1
6
4

1
,5
7
6
,8
4
7
,3
5
4

－
－

－
－

1
,5
7
6
,8
4
7
,3
5
4

計
7
0
9
,0
9
1

1
,7
9
1
,3
7
3
,2
8
4

2
1
5
,0
1
2
,1
6
4

1
,5
7
7
,0
7
0
,2
1
1

－
－

－
－

1
,5
7
7
,0
7
0
,2
1
1

（
注

）
当

期
増

加
額

の
主

な
も

の
は

次
の

と
お

り
で

あ
る

。
医

療
⽤

器
械

放
射

線
機

器
等

47
4,

95
7,

75
4

円
そ

の
他

器
械

備
品

研
究

機
器

等
19

9,
51

8,
93

9
円

建
設

仮
勘

定
新

棟
整

備
事

業
1,

80
7,

74
4,

96
0

円
退

職
給

付
引

当
⾦

⾒
返

1,
81

3,
38

8,
15

0
円

 
 

 
当

期
減

少
額

の
主

な
も

の
は

次
の

と
お

り
で

あ
る

。
医

療
⽤

器
械

放
射

線
機

器
等

15
3,

39
9,

63
0

円
そ

の
他

器
械

備
品

研
究

機
器

等
16

8,
55

6,
14

3
円

投
資

そ
の

他
の

資
産

１
 

固
定

資
産

の
取

得
及

び
処

分
並

び
に

減
価

償
却

費
（

「
第

87
 

特
定

の
償

却
資

産
の

減
価

に
係

る
会

計
処

理
」

及
び

「
第

91
 

資
産

除
去

債
務

に
係

る
特

定
の

除
去

費
⽤

等
の

会
計

処
理

」
に

よ
る

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）

の
明

細
並

び
に

減
損

損
失

累
計

額
の

明
細

減
損

損
失

累
計

額
摘

要

有
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
費

）

資
産

の
種

類

有
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
相

当
額

）

⾮
償

却
資

産

有
形

固
定

資
産

合
計

減
価

償
却

累
計

額

無
形

固
定

資
産
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２
 

た
な

卸
資

産
の

明
細

（
単

位
：
円

）

3
5
,8
5
2
,0
9
3

注
8
,0
0
1
,1
9
8

注
2
,0
3
2
,1
3
9

4
,8
5
5
,6
5
8

5
0
,7
4
1
,0
8
8

（
注

）
 当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

低
価

法
に

よ
る

評
価

損
に

よ
る

も
の

で
す

。

３
 

有
価

証
券

の
明

細
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

４
 

⻑
期

貸
付

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

1
,8
0
0
,0
0
0

注

（
注

）
当

期
減

少
額

の
う

ち
｢償

却
額

｣は
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
⻑

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
奨

学
⾦

貸
与

規
程

第
11

条
に

よ
る

返
還

免
除

額
で

す
。

５
 

⻑
期

借
⼊

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

 
 

要

0
.1
2
%

令
和

2年
5⽉

25
⽇

〜
令

和
32

年
3⽉

20
⽇

６
 

債
券

の
明

細
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

0

当
期

減
少

額
回

収
額

償
却

額

当
期

減
少

額
期

末
残

⾼

6
4
,8
9
0
,1
0
4

3
,6
0
0
,0
0
0

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

当
期

購
⼊

・
製

造
・

振
替

払
出

・
振

替
そ

の
他

1
,2
5
4
,9
2
9
,7
8
1

6
7
0
,9
8
0
,3
7
8

7
3
,9
0
3
,6
1
7

3
7
7
,3
6
0
,7
2
4

2
,3
7
7
,1
7
4
,5
0
0

1
,2
5
2
,4
7
4
,3
9
9

6
7
4
,1
7
9
,3
9
5

7
3
,9
2
5
,6
1
8

3
7
9
,5
8
9
,8
6
4

2
,3
8
0
,1
6
9
,2
7
6

6
5
,0
0
8

9
2
,2
3
6 0

1
5
7
,2
4
4

3
3
,4
6
1
,7
1
9

1
1
,2
9
2
,4
5
1

2
,0
5
4
,1
4
0

7
,0
8
4
,7
9
8

5
3
,8
9
3
,1
0
8

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額

5
,5
8
8
,4
1
9
,7
2
0

1
,7
5
3
,4
5
2
,0
0
0

5
,4
0
0
,0
0
0

0
奨

学
⾦

貸
与

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

区
 

 
 

分

財
政

融
資

資
⾦

種
 

 
 

類

計

医
薬

品

診
療

材
料

給
⾷

⽤
材

料

貯
蔵

品

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

7
,2
7
6
,9
8
1
,6
1
60
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７
 

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

3
2
0
,9
9
7
,9
0
5

環
境

対
策

引
当

⾦
1
0
6
,5
6
8
,0
0
0

1
,5
7
7
,1
4
3

4
2
9
,1
4
3
,0
4
8

８
 

貸
付

⾦
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

⾼
5
9
8
,7
1
5

7
2
9
,5
5
4

5
9
8
,7
1
5

7
2
9
,5
5
4

注
1

0
0

0
0

△
 1
,0
3
9
,1
1
1

9
,8
4
5
,0
6
9

△
 1
,0
3
9
,1
1
1

9
,8
4
5
,0
6
9

注
2

△
 4
4
0
,3
9
6

1
0
,5
7
4
,6
2
3

（
注

）
１

．
⼀

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

回
収

不
能

⾒
込

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

２
．

破
産

更
⽣

債
権

等
（

発
⽣

か
ら

１
年

以
上

経
過

し
た

医
業

未
収

⾦
及

び
未

収
⾦

）
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
、

回
収

不
能

⾒
込

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

９
 

退
職

給
付

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

1
,6
7
9
,1
1
5
,1
6
1

退
職

⼀
時

⾦
に

係
る

債
務

1
,6
7
9
,1
1
5
,1
6
1

退
職

給
付

引
当

⾦
1
,6
7
9
,1
1
5
,1
6
1

１
０

 
資

産
除

去
債

務
の

明
細

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

計
1
,1
6
9
,0
4
5
,5
5
6

1
0
,8
8
4
,1
8
0

1
0
7
,6
5
1
,3
9
9

1
,8
1
3
,4
8
5
,0
5
9

1
,8
1
3
,4
8
5
,0
5
9

1
0
7
,6
5
1
,3
9
9

2
4
2
,0
2
1
,2
9
7

2
4
2
,0
2
1
,2
9
7

2
4
2
,0
2
1
,2
9
7

9
,8
4
5
,0
6
9

1
,3
5
6
,5
0
5
,8
8
7

1
,8
1
3
,4
8
5
,0
5
9

9
,8
4
5
,0
6
9

退
職

給
付

債
務

合
計

額区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
1
0
7
,6
5
1
,3
9
9

破
産

更
⽣

債
権

等

当
期

増
加

額

1
0
,8
8
4
,1
8
0

破
産

更
⽣

債
権

等

0

1
3
0
,8
3
9

1
3
0
,8
3
9

貸
倒

引
当

⾦
の

残
⾼

当
期

減
少

額

0

9
7
8
,6
3
0
,1
9
5

3
6
8
,0
3
0
,6
2
3

3
,6
0
0
,0
0
0

3
2
5
,8
3
7
,7
3
7 0

3
2
9
,4
3
7
,7
3
7

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

0 0

摘
 

 
要

期
⾸

残
⾼

貸
付

⾦
等

の
残

⾼
期

末
残

⾼

6
5
,9
6
6
,4
0
0

3
9
6
,4
9
5
,0
4
6

期
⾸

残
⾼

3
2
5
,8
3
7
,7
3
7

⽬
的

使
⽤

そ
の

他
3
2
0
,9
9
7
,9
0
5

4
0
,6
0
1
,6
0
0

3
6
2
,0
8
5
,7
3
9

4
8
6
,2
3
4

当
期

増
減

額

△
 2
0
,0
5
9
,9
0
5

9
7
8
,6
3
0
,1
9
5

△
 2
0
,0
5
9
,9
0
5

3
6
8
,0
3
0
,6
2
3

0 0

1
0
,8
8
4
,1
8
0

1
0
,8
8
4
,1
8
0

1
1
,0
1
5
,0
1
9

当
期

減
少

額

2
0
8
,5
5
9
,3
4
7

2
0
8
,5
5
9
,3
4
7

△
 1
,0
3
9
,1
1
1

△
 1
,0
3
9
,1
1
1

1
8
7
,4
6
0
,3
3
1

賞
与

引
当

⾦

区
 

 
 

分

計

返
還

免
除

引
当

⾦
4
,6
9
0
,9
0
9

9
9
8
,6
9
0
,1
0
0

9
9
8
,6
9
0
,1
0
0

1
5
9
,4
7
1
,2
7
6

1
5
9
,4
7
1
,2
7
6

⼀
般

債
権

医
業

未
収

⾦

未
収

⾦

⼀
般

債
権

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額
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１
１

 
法

令
に

基
づ

く
引

当
⾦

等
の

明
細

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

１
２

 
保

証
債

務
の

明
細

１
２

－
１

 
保

証
債

務
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

保
証

料
収

益
件

数
⾦

額
件

数
⾦

額
件

数
⾦

額
件

数
⾦

額
⾦

額

(2
0
,9
6
5
,1
0
4
)

1
1
2
2
,8
8
3
,7
2
0

0
0

1
5
1
,4
2
3
,1
0
4

1
7
1
,4
6
0
,6
1
6

0

（
注

）
１

．
⾼

度
専

⾨
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
⾏

う
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8条
第

7項
に

基
づ

き
、

各
国

⽴
⾼

度
専

⾨
医

療
 

セ
ン

タ
ー

は
、

厚
⽣

労
働

⼤
⾂

が
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
当

該
国

⽴
⾼

度
専

⾨
医

療
セ

ン
タ

ー
以

外
の

国
⽴

⾼
度

専
⾨

医
療

セ
ン

タ
ー

が
 

承
継

し
た

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
借

⼊
⾦

債
務

を
保

証
し

て
い

ま
す

。
２

．
（

 
）

は
、

１
年

以
内

保
証

債
務

減
少

予
定

額
を

記
載

し
て

い
ま

す
。

１
２

－
２

 
保

証
債

務
と

保
証

債
務

損
失

引
当

⾦
と

の
関

係
の

明
細

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

１
３

 
資

本
剰

余
⾦

の
明

細
（

単
位

︓
円

）
期

末
残

⾼
摘

 
 

要

2
,3
5
2
,7
7
5
,7
6
5

注
1

0 0 0 0

6
5
8
,2
0
2
,4
1
5

3
,0
1
0
,9
7
8
,1
8
0

（
注

）
1．

当
期

増
加

額
は

、
預

り
施

設
費

の
資

本
剰

余
⾦

へ
の

振
替

に
よ

る
も

の
で

す
。

寄
附

⾦
等

⽬
的

積
⽴

⾦

0 0

0 0

0 0

0

計

2
,2
7
7
,5
8
4
,5
6
5 0 0

区
 

 
 

 
 

 
 

分

7
5
,1
9
1
,2
0
0

0

7
5
,1
9
1
,2
0
0 0 0

0 0
6
5
8
,2
0
2
,4
1
5

2
,9
3
5
,7
8
6
,9
8
0

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
⾸

残
⾼

0 0

施
設

費

運
営

費
交

付
⾦

補
助

⾦
等

そ
の

他

期
末

残
⾼

当
期

増
加

当
期

減
少

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務区

 
 

 
分

期
⾸

残
⾼
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１
４

 
運

営
費

交
付

⾦
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
 

運
営

費
交

付
⾦

債
務

の
増

減
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

2
,6
6
4
,3
8
3
,0
2
3

2
1
5
,0
1
2
,1
6
4

1
9
4
,6
4
8
,9
8
8

（
２

）
 

運
営

費
交

付
⾦

債
務

の
当

期
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細

 
①

 
運

営
費

交
付

⾦
収

益
へ

の
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細

（
単

位
︓

円
）

1
,0
3
6
,5
5
2
,0
2
4

1
,0
3
6
,5
5
2
,0
2
4

⼈
件

費
︓

81
5,

07
4,

17
8、

委
託

費
︓

14
0,

19
5,

80
5、

そ
の

他
経

費
︓

81
,2

82
,0

41

1
,4
2
0
,1
1
3
,1
5
4

1
,4
2
0
,1
1
3
,1
5
4

⼈
件

費
︓

66
4,

30
0,

17
7、

委
託

費
︓

95
,6

98
,1

51
、

そ
の

他
経

費
︓

66
0,

11
4,

82
6

4
,8
0
1
,5
0
0

4
,8
0
1
,5
0
0

そ
の

他
経

費
︓

4,
80

1,
50

0

8
2
,6
7
5
,0
0
0

8
2
,6
7
5
,0
0
0

⼈
件

費
︓

65
,5

69
,8

97
、

そ
の

他
経

費
︓

17
,1

05
,1

03

1
,9
6
7
,0
0
2

1
,9
6
7
,0
0
2

⼈
件

費
︓

1,
69

0,
16

5、
そ

の
他

経
費

︓
27

6,
83

7

0
0

0
0

0
0

0
0

2
,5
4
6
,1
0
8
,6
8
0

2
,5
4
6
,1
0
8
,6
8
0

期
⾸

残
⾼

 
期

間
進

⾏
基

準
に

よ
る

振
替

額

1
2
3
,1
8
9
,1
7
5

 
業

務
達

成
基

準
に

よ
る

振
替

額
研

究
業

務

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務

教
育

研
修

業
務

⼩
 

 
計

引
当

⾦
⾒

返
と

の
相

殺
額

資
本

剰
余

⾦

1
1
8
,2
7
4
,3
4
3

2
,9
5
0
,8
5
5
,0
0
0

費
⽤

運
営

費
交

付
⾦

の
主

な
使

途

主
な

使
途

運
営

費
交

付
⾦

収
益

交
付

⾦
当

期
交

付
額

2
,5
4
6
,1
0
8
,6
8
0

0

運
営

費
交

付
⾦

期
末

残
⾼

運
営

費
交

付
⾦

収
益

資
産

⾒
返

当
期

振
替

額

情
報

発
信

業
務

合
 

計

区
 

 
 

分

 
会

計
基

準
第

81
第

4項
に

よ
る

振
替

額

法
⼈

共
通

 
費

⽤
進

⾏
基

準
に

よ
る

振
替

額
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②

 
資

産
⾒

返
運

営
費

交
付

⾦
及

び
資

本
剰

余
⾦

へ
の

振
替

額
並

び
に

主
な

使
途

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

振
替

額

4
,7
0
0
,4
5
4

0

1
1
3
,5
7
3
,8
8
9

0

0
0

0
0

0
0

0
0 0

（
３

）
 

引
当

⾦
⾒

返
と

の
相

殺
額

の
明

細

2
6
,8
6
8
,4
6
4

退
職

⼿
当

︓
26

,8
68

,4
64

5
0
,8
1
2
,2
7
1

退
職

⼿
当

︓
50

,8
12

,2
71

1
3
1
,4
7
4
,9
8
0

退
職

⼿
当

︓
13

1,
47

4,
98

0

5
,8
5
6
,4
4
9

退
職

⼿
当

︓
5,

85
6,

44
9

0

合
 

計
2
1
5
,0
1
2
,1
6
4

振
替

額

情
報

発
信

業
務

0

教
育

研
修

業
務

主
な

使
途

そ
の

他
器

械
備

品
︓

2,
86

8,
95

4

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

︓
1,

83
1,

50
0

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

へ
の

振
替

建
物

︓
40

,6
54

,0
57

、
そ

の
他

器
械

備
品

︓
69

,8
28

,8
32

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

︓
3,

09
1,

00
0

主
な

使
途

法
⼈

共
通

研
究

業
務

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務

合
 

計

セ
グ

メ
ン

ト
引

当
⾦

⾒
返

と
の

相
殺

額
相

殺
額

主
な

相
殺

額
の

内
訳

1
1
8
,2
7
4
,3
4
3

法
⼈

共
通

セ
グ

メ
ン

ト
資

本
剰

余
⾦

へ
の

振
替

情
報

発
信

業
務

研
究

業
務

教
育

研
修

業
務

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務
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（
４

）
 

運
営

費
交

付
⾦

債
務

残
⾼

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

○
翌

事
業

年
度

へ
の

繰
り

越
し

額
は

あ
り

ま
せ

ん
。

○
翌

事
業

年
度

へ
の

繰
り

越
し

額
は

あ
り

ま
せ

ん
。

1
9
4
,6
4
8
,9
8
8

１
５

 
運

営
費

交
付

⾦
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

１
５

－
１

 
施

設
費

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

7
5
,1
9
1
,2
0
0

7
,5
6
0
,0
0
0

7
5
,1
9
1
,2
0
0

7
,5
6
0
,0
0
0

4
0
9
,0
0
6
,8
0
0

使
⽤

⾒
込

み

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分
0

4
9
1
,7
5
8
,0
0
0

運
営

費
交

付
⾦

債
務

残
⾼

○
業

務
達

成
基

準
を

採
⽤

す
る

臨
床

研
究

業
務

に
お

い
て

、
研

究
開

始
に

お
け

る
遅

延
、

研
究

計
画

の
変

更
に

よ
る

未
達

成
額

が
発

⽣
し

た
こ

と
に

よ
る

も
の

を
、

運
営

費
交

付
⾦

債
務

と
し

て
翌

事
業

年
度

に
繰

り
越

し
た

額
で

す
。

○
翌

事
業

年
度

に
使

⽤
す

る
⾒

込
み

で
す

。

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

施
設

整
備

費
補

助
⾦

合
　
　
　
　
　
計

区
 

 
 

 
 

分

4
9
1
,7
5
8
,0
0
0

4
0
9
,0
0
6
,8
0
0

当
期

交
付

額

配
分

留
保

額

0

1
8
5
,2
5
5
,4
8
8

合
 

計

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

9
,3
9
3
,5
0
0

○
⻑

寿
医

療
研

究
開

発
費

の
中

で
、

⾄
急

に
必

要
に

な
っ

た
経

費
等

、
不

測
の

事
態

に
備

え
る

た
め

の
理

事
⻑

裁
量

経
費

（
予

備
費

）
を

、
運

営
費

交
付

⾦
債

務
と

し
て

翌
事

業
年

度
に

繰
り

越
し

た
額

で
す

。
○

翌
事

業
年

度
に

使
⽤

す
る

⾒
込

み
で

す
。

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

建
設

仮
勘

定
⾒

返
施

設
費

左
の

会
計

処
理

内
訳

そ
の

他
摘

 
要

資
本

剰
余

⾦
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１
５

－
２

 
補

助
⾦

等
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

0
0

0
3
0
,4
5
1
,0
0
0

2
6
1
,9
83

0
0

0

0
0

0
0

2
6
1
,9
8
3

0
0

3
0
,4
5
1
,0
0
0

１
６

 
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（

単
位

︓
千

円
、

⼈
）

⽀
給

⼈
員

(0
) 1

(0
)

6
3

(0
)

6
4

（
注

）
１

．
２

．

３
．

⽀
給

⼈
員

は
、

年
間

平
均

⽀
給

⼈
数

を
記

載
し

て
い

ま
す

。
４

．
⾮

常
勤

の
役

員
及

び
職

員
は

、
外

数
と

し
て

（
 

 
）

で
記

載
し

て
い

ま
す

。
５

．
中

期
計

画
に

お
い

て
は

、
法

定
福

利
費

等
を

含
め

て
予

算
上

の
⼈

件
費

と
し

て
い

ま
す

が
、

上
記

明
細

に
は

法
定

福
利

費
等

は
含

ま
れ

て
い

ま
せ

ん
。

資
産

⾒
返

補
助

⾦

0

(3
) 2

(4
0
0
)

5
6
5

(4
0
3
)

⽀
給

⼈
員

⽀
給

額
(0
)

1
3
,0
8
4

(5
,3
4
0
)

3
0
,5
8
1

(8
2
3
,3
5
7
)

職
 

 
 

員

4
,3
6
8
,4
1
2

0
2
,0
9
2
,0
1
7

区
 

 
 

分
⽀

給
額

当
期

交
付

額

5
8
,9
6
0
,0
0
0

0

(8
2
8
,6
9
7
)

摘
 

要

2
2
8
,9
3
6

9
1
,7
6
5
,0
0
0

役
 

 
 

員

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

⽀
給

基
準

は
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

⼿
当

規
程

に
よ

っ
て

い
ま

す
。

合
 

 
 

計

報
酬

⼜
は

給
与

3
0
,4
5
1
,0
0
0

4
,3
3
7
,8
3
1

職
員

に
対

す
る

給
与

等
の

⽀
給

基
準

は
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

給
与

規
程

、
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
⻑

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
⾮

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
⻑

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
⾮

常
勤

医
師

及
び

研
究

員
給

与
規

程
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

退
職

⼿
当

規
程

に
よ

っ
て

い
ま

す
。

収
益

計
上

区
 

 
 

 
 

分

令
和

元
年

度
⽼

⼈
保

健
事

業
推

進
事

業

令
和

元
年

度
認

知
症

研
究

施
設

整
備

費
補

助
⾦

計

令
和

元
年

度
重

症
難

病
患

者
設

備
整

備
費

補
助

⾦
2
,3
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⽂
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5
6

1
0
,9
3
7
,8
9
5

5
0
,3
5
7
,6
3
0

1
,0
4
7
,2
2
8

1
4
5
,0
5
5

7
0
,8
2
3
,8
6
4

5
,8
4
9
,8
9
0

7
6
,6
7
3
,7
5
4

固
定

資
産 有

形
固

定
資

産
建

物
1
,2
2
3
,5
2
2
,1
7
6

1
,0
4
3
,9
1
2
,1
8
8

6
,4
4
0
,7
7
6
,4
0
5

4
4
1
,9
4
1
,0
9
6

0
9
,1
5
0
,1
5
1
,8
6
5

1
,3
8
8
,9
6
6

9
,1
5
1
,5
4
0
,8
3
1

構
築

物
3
2
,9
8
3
,7
6
3

6
,3
0
0
,0
2
2

1
6
3
,5
9
1
,0
5
7

1
5
,2
9
1
,3
5
3

0
2
1
8
,1
6
6
,1
9
5

0
2
1
8
,1
6
6
,1
9
5

医
療

⽤
器

械
備

品
0

0
9
6
6
,6
7
1
,5
6
8

0
0

9
6
6
,6
7
1
,5
6
8

0
9
6
6
,6
7
1
,5
6
8

そ
の

他
器

械
備

品
1
0
8
,5
9
0
,3
5
3

2
8
4
,1
5
4
,0
5
2

2
4
3
,9
3
7
,4
1
3

8
3
2
,6
2
1

3
6
3
7
,5
1
4
,4
4
2

1
9
,0
5
9
,1
6
9

6
5
6
,5
7
3
,6
1
1

⾞
両

0
0

1
,0
7
9
,7
9
9

0
0

1
,0
7
9
,7
9
9

1
,0
8
9
,3
3
5

2
,1
6
9
,1
3
4

⼟
地

0
0

0
0

0
0

3
,2
9
3
,5
8
4
,4
8
2

3
,2
9
3
,5
8
4
,4
8
2

建
設

仮
勘

定
0

4
8
0
,1
7
0
,8
0
0

1
,3
2
7
,5
7
4
,1
6
0

0
0

1
,8
0
7
,7
4
4
,9
6
0

0
1
,8
0
7
,7
4
4
,9
6
0

そ
の

他
の

有
形

固
定

資
産

0
0

0
0

0
0

3
,3
0
7
,8
0
0

3
,3
0
7
,8
0
0

1
,3
7
3
,5
7
1
,8
3
0

2
,1
7
3
,3
1
5
,8
2
8

1
0
,1
7
5
,5
9
7
,1
5
0

4
6
8
,6
7
5
,9
9
8

1
4
5
,0
5
8

1
4
,1
9
1
,3
0
5
,8
6
4

6
,2
0
4
,3
4
5
,0
4
1

2
0
,3
9
5
,6
5
0
,9
0
5

注
）

 
１

．

２
．

「
研

究
事

業
」

 ︓
 中

⻑
期

⽬
標

に
お

け
る

研
究

・
開

発
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
⻑

寿
医

療
に

関
す

る
戦

略
的

研
究

・
開

発
を

推
進

す
る

事
業

３
．

１
９

上
記

以
外

の
主

な
資

産
、

負
債

、
費

⽤
及

び
収

益
の

明
細

 
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。計
セ

グ
メ

ン
ト

の
区

分
に

つ
い

て
は

、
⾼

度
専

⾨
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
⾏

う
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
に

関
す

る
法

律
に

定
め

ら
れ

て
い

る
業

務
内

容
に

基
づ

き
、

「
研

究
事

業
」

、
「

臨
床

研
究

事
業

」
、

「
診

療
事

業
」

、
「

教
育

研
修

事
業

」
、

「
情

報
発

信
事

業
」

に
区

分
し

て
い

ま
す

。

事
業

の
内

容

「
臨

床
研

究
事

業
」

 ︓
 中

⻑
期

⽬
標

に
お

け
る

研
究

・
開

発
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
治

療
成

績
及

び
患

者
の

Q
O

Lの
向

上
に

つ
な

が
る

臨
床

研
究

及
び

治
験

並
び

に
基

礎
研

究
か

ら
臨

床
に

向
け

た
橋

渡
し

研
究

等
の

事
業

「
診

療
事

業
」

 ︓
 中

⻑
期

⽬
標

に
お

け
る

医
療

の
提

供
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
⾼

齢
者

の
⼼

⾝
の

状
態

、
Q

O
Lに

配
慮

し
て

、
最

良
か

つ
最

新
の

モ
デ

ル
医

療
を

提
供

す
る

た
め

の
事

業
「

教
育

研
修

事
業

」
 ︓

 中
⻑

期
⽬

標
に

お
け

る
⼈

材
育

成
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
⻑

寿
医

療
に

対
す

る
研

究
・

医
療

の
専

⾨
家

（
看

護
師

、
薬

剤
師

等
の

コ
メ

デ
ィ

カ
ル

部
⾨

も
含

む
。

）
の

育
成

を
積

極
的

に
⾏

う
事

業
「

情
報

発
信

事
業

」
 ︓

中
⻑

期
⽬

標
に

お
け

る
医

療
政

策
の

推
進

等
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
 研

究
成

果
等

や
収

集
し

た
国

内
外

の
最

新
知

⾒
等

の
情

報
を

迅
速

か
つ

分
か

り
易

く
、

国
⺠

及
び

医
療

機
関

に
提

供
す

る
事

業
総

資
産

の
う

ち
法

⼈
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

し
な

か
っ

た
資

産
で

あ
り

、
そ

の
主

な
も

の
は

、
現

⾦
及

び
預

⾦
（

2,
87

3,
28

7,
30

6円
）

、
未

収
⾦

(6
,7

78
,0

93
円

)、
建

物
（

1,
38

8,
96

6円
）

、
そ

の
他

器
械

備
品

（
19

,0
59

,1
69

円
）

、
⼟

地
(3

,2
93

,5
84

,4
82

円
)、

⾞
両

（
1,

08
9,

33
5円

)で
す

。
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【
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
 国

⽴
⻑

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
】

（
単

位
︓

円
）

区
 

 
分

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

収
⼊ 運

営
費

交
付

⾦
1
,1
2
7
,8
8
9
,0
0
0

1
,1
2
7
,8
8
9
,0
0
0

0
1
,5
1
6
,5
8
2
,0
0
0

1
,5
1
6
,5
8
2
,0
0
0

0
0

0
0

8
2
,6
7
5
,0
0
0

8
2
,6
7
5
,0
0
0

0

施
設

整
備

費
補

助
⾦

0
0

0
4
9
1
,7
5
8
,0
0
0

4
9
1
,7
5
8
,0
0
0

0
0

0
0

0
0

0

⻑
期

借
⼊

⾦
0

0
0

0
0

0
1
,8
0
0
,0
0
0
,0
0
0

1
,7
5
3
,4
5
2
,0
0
0

△
 4
6
,5
4
8
,0
0
0

0
0

0

業
務

収
⼊

6
,6
0
4
,5
6
3

2
6
,5
0
5
,2
2
4

1
9
,9
0
0
,6
6
1

1
,1
0
5
,3
6
8
,1
0
9

1
,6
0
5
,7
2
7
,7
6
4

5
0
0
,3
5
9
,6
5
5

6
,9
4
0
,9
6
7
,1
2
1

6
,7
8
7
,4
5
9
,4
3
8

△
 1
5
3
,5
0
7
,6
8
3

2
2
0
,3
3
6
,3
6
4

1
4
8
,8
1
1
,8
0
1

△
 7
1
,5
2
4
,5
6
3

そ
の

他
の

収
⼊

0
0

0
0

0
0

0
7
0
7
,0
3
0

7
0
7
,0
3
0

0
0

0

計
1
,1
3
4
,4
9
3
,5
6
3

1
,1
5
4
,3
9
4
,2
2
4

1
9
,9
0
0
,6
6
1

3
,1
1
3
,7
0
8
,1
0
9

3
,6
1
4
,0
6
7
,7
6
4

5
0
0
,3
5
9
,6
5
5

8
,7
4
0
,9
6
7
,1
2
1

8
,5
4
1
,6
1
8
,4
6
8

△
 1
9
9
,3
4
8
,6
5
3

3
0
3
,0
1
1
,3
6
4

2
3
1
,4
8
6
,8
0
1

△
 7
1
,5
2
4
,5
6
3

⽀
出 業

務
経

費
1
,1
2
0
,3
1
6
,4
6
3

1
,0
3
9
,7
8
4
,8
5
3

△
 8
0
,5
3
1
,6
1
0

2
,2
9
9
,9
0
3
,8
7
3

3
,2
8
0
,0
6
7
,0
2
0

9
8
0
,1
6
3
,1
4
7

6
,4
6
6
,0
7
5
,6
3
7

5
,9
7
0
,4
7
8
,5
7
2

△
 4
9
5
,5
9
7
,0
6
5

3
0
4
,6
1
4
,7
3
5

3
2
3
,4
2
6
,9
3
9

1
8
,8
1
2
,2
0
4

研
究

業
務

経
費

1
,1
2
0
,3
1
6
,4
6
3

1
,0
3
9
,7
8
4
,8
5
3

△
 8
0
,5
3
1
,6
1
0

臨
床

研
究

業
務

経
費

0
0

0
2
,2
9
9
,9
0
3
,8
7
3

3
,2
8
0
,0
6
7
,0
2
0

9
8
0
,1
6
3
,1
4
7

0
0

0
0

0
0

診
療

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

6
,4
6
6
,0
7
5
,6
3
7

5
,9
7
0
,4
7
8
,5
7
2

△
 4
9
5
,5
9
7
,0
6
5

0
0

0

教
育

研
修

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
3
0
4
,6
1
4
,7
3
5

3
2
3
,4
2
6
,9
3
9

1
8
,8
1
2
,2
0
4

情
報

発
信

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

そ
の

他
の

経
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

施
設

整
備

費
0

2
8
,5
4
1
,8
1
4

2
8
,5
4
1
,8
1
4

5
9
3
,0
1
6
,0
0
0

3
9
6
,2
5
5
,8
4
4

△
 1
9
6
,7
6
0
,1
5
6

1
,8
5
3
,2
6
2
,0
0
0

1
,8
3
7
,9
8
2
,1
6
2

△
 1
5
,2
7
9
,8
3
8

0
0

0

借
⼊

⾦
償

還
0

0
0

0
0

0
7
6
,4
2
3
,1
0
4

6
4
,8
9
0
,1
0
4

△
 1
1
,5
3
3
,0
0
0

0
0

0

⽀
払

利
息

0
0

0
0

0
0

1
9
,3
1
1
,7
8
5

1
9
,2
6
5
,5
9
0

△
 4
6
,1
9
5

0
0

0

そ
の

他
の

⽀
出

0
0

0
0

1
9
,7
2
0
,0
0
0

1
9
,7
2
0
,0
0
0

9
8
,9
1
0
,7
2
0

9
8
,9
1
0
,7
2
0

0
0

0
0

計
1
,1
2
0
,3
1
6
,4
6
3

1
,0
6
8
,3
2
6
,6
6
7

△
 5
1
,9
8
9
,7
9
6

2
,8
9
2
,9
1
9
,8
7
3

3
,6
9
6
,0
4
2
,8
6
4

8
0
3
,1
2
2
,9
9
1

8
,5
1
3
,9
8
3
,2
4
6

7
,9
9
1
,5
2
7
,1
4
8

△
 5
2
2
,4
5
6
,0
9
8

3
0
4
,6
1
4
,7
3
5

3
2
3
,4
2
6
,9
3
9

1
8
,8
1
2
,2
0
4

補
助

⾦
返

還
⾦

の
増

固
定

資
産

の
取

得
増

固
定

資
産

の
取

得
減

利
息

の
減

固
定

資
産

の
取

得
が

計
画

よ
り

減

⼈
件

費
・

材
料

費
の

増

⼈
件

費
・

材
料

費
の

減

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

診
療

収
益

の
減

分
担

⾦
の

返
納

受
託

事
業

収
益

の
増

⼈
件

費
・

材
料

費
の

減貸
付

⾦
返

還
・

破
産

更
⽣

債
権

⼊
⾦

の
増

研
修

収
益

の
増

決
 

算
 

報
 

告
 

書

契
約

変
更

に
よ

る
減

（
平

成
３

１
年

４
⽉

１
⽇

〜
令

和
２

年
３

⽉
３

１
⽇

）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

固
定

資
産

の
取

得
減

⼈
件

費
・

材
料

費
の

増
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（
単

位
︓

円
）

区
 

 
分

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

収
⼊ 運

営
費

交
付

⾦
1
,9
6
7
,0
0
0

1
,9
6
7
,0
0
0

0
2
2
1
,7
4
2
,0
0
0

2
2
1
,7
4
2
,0
0
0

0
2
,9
5
0
,8
5
5
,0
0
0

2
,9
5
0
,8
5
5
,0
0
0

0

施
設

整
備

費
補

助
⾦

0
0

0
0

0
0

4
9
1
,7
5
8
,0
0
0

4
9
1
,7
5
8
,0
0
0

0

⻑
期

借
⼊

⾦
0

0
0

0
0

0
1
,8
0
0
,0
0
0
,0
0
0

1
,7
5
3
,4
5
2
,0
0
0

△
 4
6
,5
4
8
,0
0
0

業
務

収
⼊

6
,0
0
0
,0
0
0

4
,8
0
0
,0
0
0

△
 1
,2
0
0
,0
0
0

4
6
,3
7
3
,1
7
3

4
6
,4
4
3
,9
7
3

7
0
,8
0
0

8
,3
2
5
,6
4
9
,3
3
0

8
,6
1
9
,7
4
8
,2
0
0

2
9
4
,0
9
8
,8
7
0

そ
の

他
の

収
⼊

0
0

0
0

0
0

0
7
0
7
,0
3
0

7
0
7
,0
3
0

計
7
,9
6
7
,0
0
0

6
,7
6
7
,0
0
0

△
 1
,2
0
0
,0
0
0

2
6
8
,1
1
5
,1
7
3

2
6
8
,1
8
5
,9
7
3

7
0
,8
0
0

1
3
,5
6
8
,2
6
2
,3
3
0

1
3
,8
1
6
,5
2
0
,2
3
0

2
4
8
,2
5
7
,9
0
0

⽀
出 業

務
経

費
8
7
,7
9
1
,5
7
9

6
2
,7
1
7
,9
7
5

△
 2
5
,0
7
3
,6
0
4

4
8
8
,9
0
0
,1
8
5

4
3
4
,5
9
9
,2
9
5

△
 5
4
,3
0
0
,8
9
0

1
0
,7
6
7
,6
0
2
,4
7
2

1
1
,1
1
1
,0
7
4
,6
5
4

3
4
3
,4
7
2
,1
8
2

研
究

業
務

経
費

1
,1
2
0
,3
1
6
,4
6
3

1
,0
3
9
,7
8
4
,8
5
3

△
 8
0
,5
3
1
,6
1
0

臨
床

研
究

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

2
,2
9
9
,9
0
3
,8
7
3

3
,2
8
0
,0
6
7
,0
2
0

9
8
0
,1
6
3
,1
4
7

診
療

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

6
,4
6
6
,0
7
5
,6
3
7

5
,9
7
0
,4
7
8
,5
7
2

△
 4
9
5
,5
9
7
,0
6
5

教
育

研
修

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

3
0
4
,6
1
4
,7
3
5

3
2
3
,4
2
6
,9
3
9

1
8
,8
1
2
,2
0
4

情
報

発
信

業
務

経
費

8
7
,7
9
1
,5
7
9

6
2
,7
1
7
,9
7
5

△
 2
5
,0
7
3
,6
0
4

0
0

0
8
7
,7
9
1
,5
7
9

6
2
,7
1
7
,9
7
5

△
 2
5
,0
7
3
,6
0
4

そ
の

他
の

経
費

0
0

0
4
8
8
,9
0
0
,1
8
5

4
3
4
,5
9
9
,2
9
5

△
 5
4
,3
0
0
,8
9
0

4
8
8
,9
0
0
,1
8
5

4
3
4
,5
9
9
,2
9
5

△
 5
4
,3
0
0
,8
9
0

施
設

整
備

費
0

0
0

0
0

0
2
,4
4
6
,2
7
8
,0
0
0

2
,2
6
2
,7
7
9
,8
2
0

△
 1
8
3
,4
9
8
,1
8
0

借
⼊

⾦
償

還
0

0
0

0
0

0
7
6
,4
2
3
,1
0
4

6
4
,8
9
0
,1
0
4

△
 1
1
,5
3
3
,0
0
0

⽀
払

利
息

0
0

0
0

0
0

1
9
,3
1
1
,7
8
5

1
9
,2
6
5
,5
9
0

△
 4
6
,1
9
5

そ
の

他
の

⽀
出

0
0

0
0

0
0

9
8
,9
1
0
,7
2
0

1
1
8
,6
3
0
,7
2
0

1
9
,7
2
0
,0
0
0

計
8
7
,7
9
1
,5
7
9

6
2
,7
1
7
,9
7
5

△
 2
5
,0
7
3
,6
0
4

4
8
8
,9
0
0
,1
8
5

4
3
4
,5
9
9
,2
9
5

△
 5
4
,3
0
0
,8
9
0

1
3
,4
0
8
,5
2
6
,0
8
1

1
3
,5
7
6
,6
4
0
,8
8
8

1
6
8
,1
1
4
,8
0
7

（
注

）
損

益
計

算
書

の
計

上
額

と
決

算
額

の
集

計
区

分
の

相
違

の
概

要
は

、
以

下
の

と
お

り
で

す
。

情
報

発
信

事
業

法
⼈

共
通

（
２

）
損

益
計

算
書

の
⼀

般
管

理
費

、
そ

の
他

経
常

費
⽤

は
、

決
算

報
告

書
上

は
業

務
経

費
の

「
そ

の
他

の
経

費
」

に
含

ん
で

い
ま

す
。

（
１

）
損

益
計

算
書

の
補

助
⾦

等
収

益
、

業
務

収
益

、
寄

附
⾦

収
益

、
財

務
収

益
、

そ
の

他
経

常
収

益
は

、
決

算
報

告
書

上
は

「
業

務
収

⼊
」

に
含

ん
で

い
ま

す
。

⼈
件

費
・

材
料

費
の

減

⼈
件

費
・

材
料

費
の

減

決
 

算
 

報
 

告
 

書
（

平
成

３
１

年
４

⽉
１

⽇
〜

令
和

２
年

３
⽉

３
１

⽇
）

収
⼊

の
増

⼿
数

料
収

⼊
の

増

合
計

（
３

）
予

算
額

の
計

上
に

準
じ

決
算

額
に

お
い

て
も

未
払

⾦
等

の
加

減
は

⾏
っ

て
い

ま
せ

ん
。

（
４

）
予

算
額

の
計

上
区

分
と

の
対

応
を

図
る

た
め

、
法

⼈
共

通
に

係
る

収
益

及
び

費
⽤

の
セ

グ
メ

ン
ト

配
賦

は
⾏

っ
て

お
り

ま
せ

ん
。
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